


















第 12 章  
アメリカの戦後台湾政策 
―形成期を中心に 































丈は「事実上の 2 つの中国」政策と表現する（若林：64）。  












































始める。早くも 43年 7月には，太平洋問題調査会（Institute of Pacific Relations）
の機関誌（Far Eastern Survey）が，次のように中国の分裂と国民党の非民主





















































































室長ケナン（George F. Kennan）が 47 年 6 月の覚書に，「共産主義者が中国
全域を手中に収めることができるとは考えていない」と記すなど，国務省に
は比較的楽観的な見方もあった（Memo from Kennan to Lovett, June 23, 1947, 















































るしかなかった。48 年末から 49 年にかけての再検討作業を経て策定された
新たな対中政策は，北京政府との関係構築も視野に国府との密な接触を避け
つつ，貿易などを手段に北京政府のソ連圏からの離脱を促すというものにな










































「1 つの中国」でも「2 つの中国」でもない，「1 つの中国，1 つの台湾」
を望むワシントンの姿勢は，50 年秋の北京政府の朝鮮戦争参戦で一変する。
トルーマン政権は大量の軍事・経済援助を国府に対して支給するようになり，







































北京政府打倒というトルーマン政権の目標は，53 年 1 月に 20 年ぶりの共




























































































































発生から 3 日後の 9 月 6 日，アイゼンハワーはスミス（Walter Bedell Smith）
国務次官に対して，かなり高い成功の見込みがないのであれば，金門島防衛
に乗り出すことは「大きな間違い」になるだろうと述べ，統合参謀本部多数
派が主張する軍事介入に消極的な姿勢を見せた（FRUS 1952-54, Vol.14： 


















る議論が行われた。1 つはヴァンフリート（James A. Van Fleet）調査団の報
告書，もう 1 つはダレスの報告書である。 
ヴァンフリート調査団とは，第 8 軍司令官として朝鮮戦争を戦った経験を
持つヴァンフリートを団長に，アジア諸国の軍事的な状況や資源，必要性な









脅威」とみなし，「断固たる積極策」を講じるべきである（Report of the Van 










































































ただし 48 年路線とは異なり，「2 つの中国」政策は国共内戦に対する直接
の軍事関与を伴うものだった。まさにその点に，中国大陸で維持することの
できなかった国共間の分断線を台湾海峡で維持することが可能になった主




























で，「2 つの中国」の同時国連加盟の可能性を模索していた。54 年 10 月の報
告書でそれを一旦否定したあとも，その構想はダレスの脳裏から離れなかっ
たようである。トルーマン政権で国務次官補を務め，ダレスの友人でもあっ


































































を示した（FRUS 1952-54, Vol.3：734）。 





























とになろう（Transcript of background conference at San Francisco Press and 
Union League Club, June 28, 1957, Dulles Papers, Mudd Library）。」同様の観点
から中央情報局（CIA）も 57 年 12 月作成のレポートにおいて，「北京政府
に対するアメリカの断固たる姿勢が著しく軟化の方向に向かっているとア
ジアで見られるようないかなる政策修正も，北京政府の影響力拡大の可能性

































ジア全域」に波及することになろうと述べている（FRUS 1955-57, Vol.2： 
































































































































うまでもない（Makins to FO, January 29, 1955, National Archives, Kew, London）。  
注目すべきことに，中台の変化を促進することに限界を感じていたダレス


























彼が帰らぬ人となったのはそれからわずか 1 ヶ月後のことだった。 
４．おわりに 
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難解な問題に関する優れた論文を 3 つ収録する（第 2 章，4 章，5 章）。
他 4 篇も，台湾における民主主義や人権の問題に対するアメリカの態度
など，従来看過されがちだった論点を取り上げており，興味深い。 
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1970 年代のアメリカの対中国・台湾外交は近年，盛んに研究が行われて
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いる分野の 1 つである。本書の前半は，その分野における優れた研究成
果となっている。本書の後半は 80 年代以降の時代を取りあげる。アメ
リカを代表する米中関係史の専門家による本書は，70 年代から現在に至
るアメリカの対中国・台湾外交を深く理解する上で有益な一冊である。 
 
